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平成 年 月 日２４ １ ３１
日本環境安全事業株式会社
契約職取締役 星野 良祐

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。

１ 入札に付す事項
(1) 件 名 大阪事業所金属売却(平成 年度)２４
(2) 売却品目 区分１ 鉄 約１９０トン/年

見 込 量 電磁鋼板 約７３トン/年
区分２ 銅 約２９トン/年
区分３ アルミ(箔) 約３０トン/年

アルミ(ブロック)約６トン
区分４ ステンレス 約４トン/年

ハンダ 約０．８トン/年
雑材 約０．５トン/年

※いずれも数量は見込であり保証するものではない。
(3) 契約期間 平成 年 月 日から平成 年 月 日まで。２４ ４ １ ２５ ３ ３１
(4) 受渡場所 大阪府大阪市此花区北港白津二丁目 番 号４ １３

日本環境安全事業株式会社 大阪事業所内指定場所
(5) 受渡条件 置場積込渡
(6) 売買条件 ①契約期間中は毎月、売却品目ごとに前月の相場価格に対し

入札で決定した金額を加えるか減ずるかして売買単価を決
定する （ただし区分４のうちハンダ及び雑材の売買単価。
は固定とする ）。

②上記①の相場は売却品目ごとに定める。
③詳細は入札説明書を参照のこと。

(7) 入札方法 入札書には売却品目ごとに相場に対し加える額又は減ずる額
（契約において毎月の売買単価の決定に使用）を記載するこ
と。加減額を検討する際は(5)受渡条件を勘案すること。

(8) そ の 他 本件は競争参加資格を確認の上入札の参加者を選定し実施す
るものである。

２ 競争参加資格
競争参加資格確認申請書の提出期限（平成 年 月 日）において次の条２４ ２ ２２

件を全て満たしている者であること。
(1) 個人企業の事業主で当該契約を締結する能力を有しない者及び破産者で
復権を得ない者でないこと。

(2) 経営状態が著しく不健全であると認められる者でないこと。
(3) 営業に関し法律上必要とする資格を有しない者でないこと。
(4) 競争参加資格確認申請書及びそれらの付属書類又は競争参加資格確認申

請用データ中の重要な事項について虚偽の記載をし又は重要な事実につい
て記載をしなかった者でないこと。

(5) 会社更生法に基づき更生手続の開始の申立がなされている者又は民事再
生法に基づき再生手続き申立がなされている者でないこと。

(6) 金属くずの売買を業として行った実績があり現在それを行っている者。
（実績は、直近３年間のうち少なくとも１年間、年間１億円以上の金属

くずの売上があること ）。
(7) 金属くずの保管や選別等を行う設備を有すること。
(8) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第 条に規定する暴力2
団又は暴力団員と関係がないこと。

(9) 大阪府又は隣接府県内に本・支店等を有する者。
(10) 当社に業者登録を済ませている者又は業者登録を行うことが可能な者

若しくは平成 年度に有効な全省庁統一資格(物品の買受け)がある者｡22･23･24
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３ 発注手続等
(1) 担当部課

〒 東京都港区芝一丁目 番 号 住友不動産芝ビル 号館 階105-0014 ７ １７ ３ ４
日本環境安全事業株式会社 管理部 契約購買課

03-5765-1916 FAX 03-5765-1939電話
(2) 入札説明書の交付期間及び方法

交付期間 平成 年 月 日(火)から平成 年 月 日(水)まで。土曜２４ １ ３１ ２４ ２ ２２
日及び日曜日を除く毎日、午前10時から12時及び午後1時から4
時まで。

交付場所 上記(1)及び次の場所
大阪府大阪市此花区北港白津二丁目 番 号４ １３
日本環境安全事業株式会社 大阪事業所 総務課

06-6468-0575電話
(3) 競争参加資格確認申請書の提出期間、場所及び方法

提出期間 平成 年 月 日(水)から平成 年 月 日(水)まで。２４ １ ３１ ２４ ２ ２２
提出場所 上記 に同じ。(1)
提出方法 書面は持参又は送付することにより提出するものとする （送。

付の場合は提出期間の末日までに必着とする ）。
(4) 競争参加資格確認結果の通知予定日及び方法

平成 年 月 日(水)通知予定日 ２４ ２ ２９
通知方法 通知書を 及び郵送する。ＦＡＸ

(5) 現場説明の日時及び場所等
日 時 平成 年 月 日(月) 午後 時から 時 分まで。２４ ３ ５ ２ ３ ３０
場 所 大阪府大阪市此花区北港白津二丁目 番 号４ １３

日本環境安全事業株式会社 大阪事業所
06-6468-0575電話

契約職取締役により競争参加資格があることが確認された旨の参加条件
通知書の写しを持参すること。

、払出室入室時に作業服・ヘルメット・安全靴が必要となるので
それらを必ず持参すること。

(6) 入札の日時及び方法
日 時 平成 年 月 日(金) 午前 時から午後 時まで。２４ ３ ２３ 9 4
方 法 上記 に入札書を すること。(1) ＦＡＸ

４ その他
(1) 手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨に限る。
(2) 入札保証金 免除
(3) 契約保証金 免除
(4) 入札の実施 競争参加資格者により入札を行う。
(5) 落札者の決定方法

落札者は、有効な入札を行った者の中から１(2)の売却品目の区分ごと
に次の方法によって決定する。
① 各区分において、売却品目ごとに入札額に１(2)の予定数量を乗じ、
算出された額の合計が最高となった者。

② なお、落札者となるべき者の入札額によっては、その者により当該契
約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、
又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなる
おそれがあって著しく不適当であると認められるときは、有効な入札を
行った他の者のうち最高の金額をもって入札した者を落札者とすること
がある。

(6) 入札の無効
本公告に示した競争参加資格のない者が行った入札、競争参加資格確認

申請書等に虚偽の記載をした者が行った入札及び入札に関する条件に違反
した入札は無効とする。

(7) 手続における交渉の有無 無
(8) 契約書作成の要否 要
(9) 関連情報を入手するための照会窓口 上記３(1)に同じ。
(10) 詳細は入札説明書による。


